
国土利用計画法

土地売買等届出書　記載上の注意

　　【お問い合わせ先】

　　　埼玉県企画財政部土地水政策課
　　　〒330-9301　さいたま市浦和区高砂３－１５－１
　　　電話：048-830-2188　メール：a2180-01@pref.saitama.lg.jp



（あて先）

１　当事者

〒 - 〒 -

２　土地に関する事項

所有権売買

借地権売買

底地権売買

交換

代物弁済

譲渡担保

売買予約

定期借地権

その他

信託受益権

３　利用目的

４　許認可等の状況 ５　土地に存する工作物に関する事項

６　その他参考となるべき事項

※以下の欄は市町村又は県で使用しますので記載しないでください。

月

市
町
村
欄

受付番号

受理日 (西暦)　　　  　  　年　　 　月  　　日

□市街化区域　□市街化調整区域　□非線引き区域　□都市計画区域外

　※工作物について権利の移転又は設定がある場合に記入

 　調整中

 　調整済(調整不要)

 　調整予定

種類*5 築年月日（西暦） 工作物に関する権利の移転等
 日 土地の権利と併せて所有権移転

延べ床面積 契約金額 土地の権利と併せて賃借権移転

㎡ 円
土地の権利と併せて信託受益権移転 

その他（　　　　　　　　　）

年

㎡

コード
番号

　
　 　コード

番号
コード
番号

円 ④

現況地目*1
⑤

共有持分一部移転

利用目的に係る土地の面積 利用現況*2 利用目的*3 細区分*4

上 記 以 外 の 筆 数 ： 外

コード番号
 

筆

代表者（法人の場合のみ）

※細区分*4で「その他（○○）」を選択した場合に記入

権利の種類

　　　-　　　 -

日 町
名
又
は
字
名
及
び
地
番

①

契約面積
②

㎡
③

契約金額

その他

月

金融保険業

製造業

商業

担当者名

契約年月日（西暦） 市町村名

年

電　話

建設業

氏名（法人の場合は法人名） 氏名（法人の場合は法人名）

運輸業代表者（法人の場合のみ）

　国土利用計画法第２３条第１項の規定に基づき、土地に関する所有権（地上権・賃借権・その他）の移転（設
定）をする契約の締結について、下記のとおり届け出ます。

譲受人（届出者） 譲渡人（契約の相手方）
住　所 業　　種 住　所

用途地域　
（コード番号）
（内容）

県
欄

受付番号

受付日 (西暦)　 　   　年　  　 月  　 日

五地域区分 一団コード

年 月

土地売買等届出書

（西暦） 日

埼　玉　県　知　事

不動産業

（１） （２）

（４）

（５）

（６）

（７）

（８）

（９） （10）

（11） （12）
（13） （14）

（16）
（17） （18）

（19） （20）
（21）

（22）

（15）

（３）



〔事項別記載要領〕
○当事者

 （１）譲受人（届出者）

 （２）業種

 （３）譲渡人（契約の相手方）

○土地に関する事項

 （４）契約年月日（西暦）

土地売買契約等を証明する書類に基づき、記載してください。

 （５）契約面積
土地売買契約等を証明する書類に基づき、記載してください。 

登記簿面積と実測面積の双方が契約書にある場合は、実測面積を記載してください。

一団の土地として複数の契約をまとめて届け出る場合は、届け出る複数の契約の中で最も古い契約日を記載
してください（最も古い契約日が届出期限の起算日となるため）。

一団の土地として複数の契約をまとめて届け出る場合は、複数の契約の合計面積を記載してください。

＜個人の場合＞

土地売買契約等を証明する書類に記載されているものと同じ住所・郵便番号・法人名・代表者（代表者の
職と氏名）を記載してください。

土地売買契約等を証明する書類に記載されているものと同じ住所・郵便番号・氏名を記載してください。
代表者の欄は空欄で構いません。

土地売買契約等を証明する書類に記載されているものと同じ住所・郵便番号・氏名を記載してください。
代表者の欄は空欄で構いません。
連絡先電話番号を必ず記載してください。

※同一契約で譲受人又は譲渡人が複数いる場合
　届出書に代表者の住所・氏名（法人の場合は法人名）・代表者（法人の場合のみ）を記載したうえで「外
○名」と記載し、別紙に他の譲受人（譲渡人）の住所・氏名（法人の場合は法人名）・代表者（法人の場合
のみ）を記載して提出してください。

【記載上の注意】
　１　届出書の様式は埼玉県の様式を用いてください。
　２　届出書は、原則として、契約書ごとに作成してください。
　　　（一団の土地の場合は、一つの届出にまとめることができる場合があります。）
　３　エクセルで届出書を作成する場合、様式の「２ 土地に関する事項」の「現況地目」「市町村名」、
　　　「３ 利用目的」の「利用現況」「利用目的」「細区分」、「５　土地に存する工作物に関する事項」
　　　の「種類」はプルダウンで項目を選択できます。

＜個人の場合＞

譲受人（届出者）の業種について、該当するものにチェックを入れてください。
業種が２つ以上ある場合、主たる業種を１つ選んでください。
「その他」を選んだ場合、具体的な業種を〔　　〕に記載してください。

住所・氏名（法人の場合は法人名）・代表者（法人の場合のみ）を枠内に記載してください。

＜法人の場合＞

住所・氏名（法人の場合は法人名）・代表者（法人の場合のみ）を枠内に記載してください。

＜法人の場合＞

土地売買契約等を証明する書類に記載されているものと同じ住所・郵便番号・法人名・代表者（代表者の
職と氏名）を記載してください。
連絡先電話番号・担当者名を必ず記載してください。



 （６）契約金額

 （７）現況地目

 （８）市町村名

届出地の市町村名を記載してください。

 （９）町名又は字名及び地番

 （10）権利の種類

取引の対象となる土地に関する権利について、該当するものにチェックを入れてください。

○利用目的

 （11）利用目的に係る土地の面積

 （12）利用現況

 （13）利用目的

 （14）細区分

 （15）※細区分*4で「その他（○○）」を選択した場合に記入

細区分*4で「その他（○○）」を選択した場合、利用目的を具体的に記載してください。

届出に係る土地（一団の土地の一部である場合は、当該一団の土地全体）の面積を記載してください。

契約前の主な利用状況について、別添「コード一覧表」内「*2　利用現況コード」から該当するものを選択
し、左欄にコード番号、右欄に利用現況を転記してください。コード内に該当するものがない場合は、主な
利用状況を具体的に記載してください。（その場合、コード番号の記載は不要です。）

契約後の主な利用目的について、別添「コード一覧表」内「*3　利用目的コード」から該当するものを選択
し、左欄にコード番号、右欄に利用目的を転記してください。

契約後の主な利用目的の詳細について、別添「コード一覧表」内「*4　細区分コード」から該当するものを
選択し、左欄にコード番号、右欄に利用目的の詳細を転記してください。
「*4　細区分コード」は、上記で選択した「*3　利用目的コード」と同じ区分から選択してください。
《例：利用目的で「011 住宅自用」を選択した場合、細区分は「01 戸建住宅～05 その他（住宅）」の中か
ら選択》

届出地の町名又は字名及び地番を筆ごとに記載してください。
届出地が６筆以上ある場合は、①～⑤の欄に町名又は字名及び地番を記載した上で「上記以外の筆数：外〇
筆」欄に残りの筆数を記載し、書ききれなかった町名又は字名及び地番を別紙に記載して提出してくださ
い。

※「その他」を選択した場合、「６　その他参考となるべき事項」欄に権利の種類を記載してください。

主たる地目とは、全体面積のうち、占める割合が一番大きい地目のことをいいます。

一団の土地として複数の契約をまとめて届け出る場合は、複数の契約の合計の契約金額を記載してくださ
い。

土地売買契約等を証明する書類に基づき、記載してください。なお、賃借権等の届出では、権利金等の額を
記載してください。

現況の地目について、別添「コード一覧表」内「*1　現況地目コード」から該当するものを選択し、左欄に
コード番号、右欄に地目を転記してください。なお、届出地が数筆あり、それぞれの地目が異なる場合は、
主たる地目を記載してください。



○許認可等の状況

 （16）許認可等の状況

○土地に存する工作物に関する事項

 （17）種類

 （18）築年月日

 （19）延べ床面積

 （20）契約金額

当該工作物に係る対価の額（消費税額等込み）を記載してください。

 （21）工作物に関する権利の移転等

○その他参考となるべき事項

 （22）その他参考となるべき事項

参考となる事項があれば記載してください。（一団の土地に係る届出など） 

当該工作物の権利の移転等の状況について、該当するものにチェックを入れてください。「その他」の場合
は、（　）内に具体的に記載してください。

当該工作物について、別添「コード一覧表」内「*5　種類コード」から該当するものを選択し、種類を転記
してください。コード内に該当するものがない場合は、工作物等の種類について具体的に記載してくださ
い。

建築物その他の工作物については築年月日を記載し、立木については「／」としてください。

土地売買契約等を証明する書類に基づき、工作物に係る延べ床面積を記載してください。

立木については、植栽面積又は本数、主な樹種・樹齢を記載してください。

※この欄は、届出に係る土地に関する権利の移転又は設定と併せて、その土地に存する工作物等について権
利の移転又は設定が行われた場合に記載してください。該当がない場合記載は不要です。

当該利用目的に係る他法令（例：都市計画法、建築基準法、農地法、森林法等）の許認可等の状況につい
て、該当するものにチェックを入れてください。なお、調整が不要な場合は、調整済（調整不要）にチェッ
クを入れてください。


